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第18 排煙設備 

１ 排煙設備の設置を要しない防火対象物の部分 

⑴ 規則第29条第１号イに定める「直接外気に接する開口部」は、建具を有しない常時開放されたもので、

煙及び熱の排出に有効で、かつ、屋外の安全な場所に排出することができる箇所に設置すること。 

⑵ 規則第29条第２号に定める「主として当該防火対象物の関係者及び関係者に雇用されている者の使用

に供する部分」は、通常の使用形態において当該防火対象物の関係者以外の不特定の者が出入りしない

部分とすること。 

２ 防煙区画 

⑴ 防煙区画は、可能な限り単純な形状とし、防火区画が存する場合は、当該防火区画と合わせて設定す

ることが望ましい。 

⑵ 防煙壁は、不燃材料（アルミニウム、ガラス（線入り、網入りガラスを除く。）等加熱により容易に

変形又は破損するものを除く。以下について同じ。）で造り、又は覆われたものとすること。 

⑶ 防煙壁に、常時閉鎖式又は煙感知器の作動と連動して閉鎖する不燃材料の戸を設けた場合は、戸の上

部の垂れ壁は、天井面から下方に30㎝以上とすることができる。 

⑷ 次のア及びイに該当する場合は、個々に間仕切りされた室を同一防煙区画とみなすことができる。 

ア 間仕切壁の上部で天井面から下方50㎝以内の部分が常時開放されていること。 

イ 当該開放部分の面積が、それぞれ排煙を負担する床面積の50分の１以上であること。 

 

 
 

３ 排煙口 

⑴ 規則第30条第１号イに定める「給気口からの給気により煙を有効に排除することができる場合」の給

気は、「通常の火災時に生ずる煙を有効に排出することができる特殊な構造の排煙設備の構造方法を定

める件」（平成12年建設省告示第1437号）に適合すること。 

⑵ 規則第30条第１号ロに定める排煙口までの水平距離については、第18－１図のように測定するものと

し、直線距離としないこと。 

 

 

第18－１図 
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⑶ 規則第30条第６号ロに定める「直接外気に接する排煙口」（以下「排煙上有効な開口部」という。）に

は、開放状態を保持することができる扉（ドアチェック（ストッパー付き））及び床面から開口部の下

端までの高さが1.5ｍ以下である窓を含むことができるものとする。 

ただし、防煙壁の下端より上部であって、床面からの高さが天井の高さの２分の１以上の部分を「排

煙上有効な開口部」として算定すること。（第18－２図、第18－３図） 

 

 

第18－２図 

 

 
第18－３図 

 

 

⑷ 突き出し窓（第18－４図）については、当該窓の開口部面積を排煙上有効な開口部の面積として算定

することができるものとする。 

 

 
 

第18－４図 
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⑸ 外たおし窓、内たおし窓、回転窓及びガラリについては、次の算定式により排煙上有効な開口部の面

積を算定するものとする。（第18－５図） 

 

 
第18－５図 

 
※ いずれも防煙壁の下端より上部であって、床面からの高さが天井までの高さの２分の１以上の部分にあ

るものとする。 

 

 

⑹ 次のいずれかに該当する場合は、令第32条を適用し、排煙口を設けないことができるものであること。 

ア 特定主要構造部を耐火構造とした防火対象物のうち、耐火構造の壁又は床で区画され、かつ、開口

部については、自動閉鎖装置付きの防火戸で区画され、さらに区画内の壁及び天井の室内に面する部

分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除く。）を準不燃材料で仕上げたもので、次に掲げる

部分 

(ｱ) 非常電源を附置した換気設備の設けられている変電室、発電室その他これらに類する場所 

(ｲ) 機械換気設備の機械室、ポンプ室、冷凍機械室、エレベーター機械室その他これらに類する室の

用途に供されるもので、床面積が100㎡以下のもの 

(ｳ) 床面積が50㎡以下（スプリンクラー設備が技術上の基準に適合して設置されているものにあって

は100㎡以下）のもの 

イ 浴室、シャワー室、洗面所、便所その他これらに類する場所 

ウ 風除室、エレベーターの昇降路、リネンシュート、パイプダクトその他これらに類する場所 

エ 階段室（（消火活動拠点となる部分を除く。）、エスカレーターの防火区画となる部分 

オ ガス系消火設備（全域放出方式で固定式のものに限る。）が技術上の基準に適合して設置されてい

る場所 

カ 室内に面する部分の仕上げを不燃材料で仕上げた冷凍室、冷蔵庫その他これらに類する場所 

キ 発電機、変圧器その他これらに類する電気設備で、次のａからｅに掲げるものを有する部分 

ただし、ケーブルが多条布設されているものにあっては、当該ケーブルに延焼防止上有効な措置を

施したものに限る。 

(ｱ) 密閉方式の電気設備（封じ切り方式又は窒素封入方式であって、内部に開閉接点を有しない構造

のものに限る。）で絶縁劣化、アーク等による発火危険のおそれが少なく、かつ、当該電気設備の

容量が15,000KVA未満のもの 

(ｲ) 密閉方式のＯＦケーブル油槽 

(ｳ) 1,000KVA未満の容量の電気設備 

(ｴ) 「自家発電設備の基準」（昭和48年消防庁告示第１号）又は「キュービクル式非常電源専用受電

設備の基準」（昭和50年消防庁告示第７号）に適合する構造のキュービクルに収容されている電気

設備 

(ｵ) 発電機、変圧器のうち冷却又は絶縁のための油類（自己消火性のものを除く。）を使用せず、か

つ、水素ガス等可燃性ガスを発生するおそれのないもの 
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⑺ 自走式駐車場に排煙口を設ける場合で、次のすべてに適合した場合は、小梁又は中梁を防煙壁として

取り扱わず、大梁に囲まれた部分を一の防煙区画として取り扱うことができるものとする。（第18－６

図） 

ア 一の防煙区画は、床面積500㎡以内とすること。 

イ 大梁のスラブ下寸法（大梁の下部に垂れ壁を設置する場合は垂れ壁の高さも含む。）と他の梁のス

ラブ下寸法の差が30㎝以上あること。 

ウ 排煙口は大梁の下端（大梁の下部に垂れ壁を設置する場合は垂れ壁の下端）より上部に設置するこ

と。 

 

 
 

第18－６図 

４ 給気口 

特別避難階段の附室及び非常用エレベーターの乗降ロビー等（進入が容易であり、所要の消火活動スペ

ースが確保できるものに限る。）で消防隊の消火活動の拠点となる防煙区画ごとに１以上を設けるものと

すること。 

５ 風道 

⑴ 不燃材料で造ること。 

⑵ 風道が防煙壁を貫通する場合には、当該風道と防煙壁との隙間をモルタルその他不燃材料で埋めるこ

と。 

６ 手動起動装置 

防煙区画の見通しができ、防煙区画内の火災の影響を受けることなく容易に操作できる場所（室の出入

口付近又は通路のうち安全区画に近い箇所等）に設け、操作部の直近の見やすい箇所に排煙設備の起動装

置である旨及びその使用方法を表示すること。 

７ 排煙機及び給気機 

点検に便利で、かつ、不燃材料で区画した室で、開口部には、建基法第２条第９号の２ロに規定する防

火設備を設けた専用室に設置すること。ただし、警戒する防煙区画と異なる階（屋上に設ける場合は、特

定主要構造部を耐火構造とした建築物で、建築物等から３ｍ以上の距離を有する場所、又は排煙機又は給

気機から３ｍ未満の範囲の建築物等の部分が不燃材で造られ、かつ、当該範囲の建築物等の開口部に防火

戸が設けられている場所とする。なお、不燃材料で造られた塀（排煙機又は給気機の高さ以上のもの）に

面する場合はこの限りでない。）に排煙機又は給気機を設ける場合にあってはこの限りでない。 

８ 加圧防排煙設備 

排煙設備に代えて用いることができる加圧防排煙設備（必要とされる防火安全性能を有する消防の用に

供する設備等）については、以下の省令、告示及び通知に従い設置することができる。 

⑴ 「排煙設備に代えて用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

に関する省令」（平成21年総務省令第88号） 

⑵ 加圧防排煙設備の設置及び維持に関する技術上の基準」（平成21年消防庁告示第16号） 

⑶ 「消防用設備等に係る執務資料の送付について」（平成25年３月18日付け事務連絡） 

  


